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 市町村への災害支援は、次の基準により市町村災害支援金（以下「支援金」という。）

として支出するものとする。 

 

１ 対象となる市町村 

風水害、火災、地震、その他（高潮、豪雪等）の災害で、災害救助法の適用を受けた

市町村とする。 

 

２ 支援金の額 

  支援金の額は、次により市町村ごとに理事長が定めるものとする。 

 

（１）住家が全壊した世帯数（以下「全壊世帯数」という。）に応じた支援金の額は、次

の表に掲げる額とする。ただし、全壊世帯数が３０世帯未満でも、全壊世帯数が２５

世帯以上で、一部損壊や床下浸水の被害が甚大であるなど、その災害の実情により理

事長が特に認める場合には、全壊世帯数を３０世帯として取り扱うことができる。 

 

全壊世帯数 支援金の額 

３０世帯以上 ～  ４０世帯未満 

４０世帯以上 ～  ５０世帯未満 

５０世帯以上 ～  ６０世帯未満 

６０世帯以上 ～  ８０世帯未満 

８０世帯以上 ～ １００世帯未満 

１００世帯以上 ～ １５０世帯未満 

１５０世帯以上 ～ ２００世帯未満 

２００世帯以上 ～ ３００世帯未満 

３００世帯以上 ～ 

３０万円 

４０万円 

５０万円 

６０万円 

８０万円 

１００万円 

１５０万円 

２００万円 

３００万円 

 

   （注）半壊世帯は２世帯をもって、床上浸水世帯は３世帯をもって、それぞれ住家

が全壊した１の世帯とみなす。 

 

（２）前号のほか、全壊世帯数が３０世帯以上で、死者及び行方不明者がある場合には、

死者及び行方不明者１名につき５万円を加算する。 

 

（３）全壊世帯数を早期に把握することが困難である場合には、住家の棟数をもって支援

金の額を定める。 

 

（４）支援金の最高限度額は、１市町村ごとに総額５００万円とする。 



 

３ 大規模な災害等の対応 

大規模な災害等で前項各号により処理し難い場合は、その災害の実情、社会的影響度

等を勘案し、別途対応するものとする。 

 

４ 支援金の交付方法 

  支援金は、原則として、災害発生から概ね２ヶ月以内に額を定め、当該都道府県市町

村振興協会を通じて市町村に交付するものとする。 

 

 

   附 則 

 この基準は、平成 ５年 ７月２９日から施行し、平成 ５年 ７月 １日以降に発生

した災害に係る見舞金について適用する。 

 

   附 則 

 この基準は、平成１５年 ９月 １日から施行し、平成１５年 ７月 １日以降に発生

した災害に係る見舞金について適用する。 

 

   附 則 

 この基準は、平成１８年 ８月２９日から施行し、平成１８年 ７月１８日以降に発生

した災害に係る見舞金について適用する。 

 

   附 則 

 この基準は、平成２５年 ４月 １日から施行する。 

 

   附 則 

 この基準は、平成２６年 ７月２５日から施行し、平成２６年 ４月 １日以降に発生

した災害に係る支援金から適用する。 

 

   附 則 

 この基準は、令和 ３年 ４月 １日から施行し、令和 ３年 ２月１３日以降に発生

した災害に係る支援金から適用する。 

 


